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インターネット外貨定期 契約締結前交付書面（兼外貨預金等書面） 

（この書面は、法令等の規定に基づく契約締結前交付書面兼外貨預金等書面です。） 

この書面を十分にお読みください。 
• インターネット外貨定期とは、外貨預金（本邦通貨以外の外貨建の預金）の 

うち、あらかじめ預金の期間を定め、原則としてその期間中は払戻の要求に 
応じないことを条件としている預金です。 

• 満期時の取扱いは、自動継続（元金成長型）となります。ただし、インター 
ネットバンキングによる満期時取扱方法変更のお申し出により自動継続（利 
息受取型）、自動解約（外貨受取）の取扱いができます。 

• インターネット外貨定期には為替変動リスクがあります。為替相場の変動に 
より、お受け取りの外貨元利金を円貨換算すると、当初外貨預金作成時の払 
い込み円貨額を下回る（円貨ベースで元本割れとなる）リスクがあります。 

• インターネット外貨定期には、為替変動リスクがあります。為替相場の 
変動により、為替相場が当初外貨預金作成時の為替相場よりも円高に推 
移していたときには、お受け取りの外貨元利金を円貨換算すると、当初 
外貨預金作成時の払い込み円貨額を下回る（円貨ベースで元本割れとな 
る）リスクがあります。 

• 円貨を外貨にする際（預入時）および外貨を円貨にする際（引出時）は 
手数料(例えば、 円預金からのお振り替え・円預金へのお振り替えの場合、 
1 米ドルあたり 1 円、1 ユーロあたり 1 円 50 銭、1 英ポンドあたり 4 円、 
1 スイスフランあたり 90 銭、1 オーストラリアドルあたり 2 円、1 ニュー 
ジーランドドルあたり 2 円)がかかります（お預け入れおよびお引き出し 
の際は、手数料分を含んだ為替相場である当行所定の TTS レート（円貨 
から外貨に交換するときの適用レート）、TTB レート（外貨から円貨に交 
換するときの適用レート）をそれぞれ適用します）。 
したがって、為替相場の変動がない場合でも、往復の為替手数料（例え 
ば、1 米ドルあたり 2 円、1 ユーロあたり 3 円、1 英ポンドあたり 8 円、1 
スイスフランあたり 1 円 80 銭、1 オーストラリアドルあたり 4 円、1 ニ 
ュージーランドドルあたり 4 円)がかかるため、お受け取りの外貨の円貨 
換算額が当初外貨預金作成時の払い込み円貨額を下回る（円貨ベースで 
元本割れとなる）リスクがあります。 

〔商号・住所〕 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内 2-7-1 

〔商品の概要〕 

商品名 インターネット外貨定期 

商品概要 外国通貨建ての、期間の定めのある預金です。 

預金保険 外貨定期預金は預金保険の対象外です。 

販売対象 個人のお客さま （インターネット支店のメインバンク プラス利用者） 、 原則として20歳以上の方） 

期間 １ヵ月、３ヵ月、６ヵ月、１年 

自動継続方式（元金成長型／利息受取型）、自動解約方式のお取り扱いとなります。 

※ただし、当初お預入時はすべて自動継続方式（元金成長型）となります。お預入後、 
インターネットバンキングにより満期時取扱方法の変更をお申し出いただくことで自 
動継続（利息受取型）、自動解約（外貨受取）のお取り扱いができます。 

・元金成長型 ：税引後利息を元金に加えて前回と同一の期間の外貨定期預金を自動的 
に継続作成します。 

・利息受取型 ：前回と同一の元金・期間の外貨定期預金を自動的に継続作成します。 
また、税引後利息はあらかじめ指定された同一名義、同一店舗、同一
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通貨の外貨普通預金口座、または円貨の普通預金口座に入金します。 

・自動解約方式：満期日に税引後元利金をあらかじめ指定された同一名義、同一店舗、 
同一通貨の外貨普通預金口座に入金します。 

満期日 満期日は原則としてお預入日の応当日となりますが、当該応当日が本邦銀行休業日の場 
合は、その翌営業日が満期日となり、当該応当日の翌営業日が月越えとなる場合には、 
当該応当日の前営業日が満期日となります。 

お預入日（継続日）が月末営業日の場合、常に月末営業日が満期日となります。 
預入 

（１）預入方法 一括預入です。インターネットバンキング（振替入金のみ）でのみ預け入れできます。 

（２）最低預入額 10 万円相当額以上（1,000 万円相当額以下かつ 10万米ドル相当額以下まで）。 

（３）預入単位 1補助通貨単位まで預入可能。 

（４）預入通貨 米ドル、ユーロ、英ポンド、スイスフラン、オーストラリアドル、ニュージーランドドル。 

払戻方法 満期日に一括して払い戻します。スーパー普通預金または同一通貨の外貨普通預金口座 
への振替入金に限ります。 

利息 

（１）適用利率 ・お預け入れ時の利率を満期日まで適用します。 

・明細ごとのお預入金額に応じた3段階の適用利率となります。 

①3万米ドル（相当額）未満 

②3万米ドル（相当額）以上10万米ドル（相当額）未満 

③10万米ドル（相当額）以上 

※金融情勢等の都合により金額段階ごとの利率に差がつかない場合があります。 

・自動継続の場合、自動継続後の利率は、継続日におけるお預入金額・期間に応じた当行所定 
の店頭表示利率を適用いたします。また、事前に自動継続を停止する場合、満期日以降の利 
率は解約日における当該通貨の普通預金利率を適用いたします。 

・自動解約の場合、満期日以降の利率は自動解約後にお受け取りになる普通預金口座の 
利率を適用いたします。 

・利率についてはインターネット支店カスタマーセンターにお問い合わせください（利 
率はインターネットバンキングの外貨預金メニューの各種外貨預金金利の照会でも 
ご確認いただけます） 。 

（２）利払方法 満期日に一括してお支払いいたします。 

（３）計算方法 付利単位を 1通貨単位とし、1年を 360 日（ただし、英ポンドは365日）とする日割計算。 

税金 ・お受取利息には、源泉分離課税 20％（国税 15％、地方税 5％）の税金が適用されます。 

外貨預金のお利息はマル優の対象外です。 

・為替差益等への課税は次の通りとなります。 

為替差益は雑所得となり、確定申告による総合課税の対象となります。ただし、年収 
2,000 万円以下の給与所得者の方で為替差益を含めた給与所得および退職所得以外の所 
得が年間 20 万円以下の場合は申告不要です（なお、給与を複数の会社から得ていない 
ことが条件となります） 。為替差損は、他の黒字の雑所得から控除できます。他の所得 
区分との損益通算はできません。 

※くわしくはお客さまご自身で公認会計士・税理士にご相談くださいますようお願い申 
し上げます。 

手数料および適用相 
場 

・お預け入れ・お引き出し方法や通貨により手数料等が異なるため、手数料等の合計額 
や計算方法をあらかじめお示しすることはできません。 

・実際に適用される手数料や適用相場についてはインターネット支店カスタマーセンタ 
ーにお問い合わせください。 

・くわしくは後記 「外貨預金のお預け入れとお引き出しに関わる手数料および適用相場」 
をご覧ください。 

付加できる特約事項 特にございません。 

中途解約時のお取り 
扱い 

原則としてお取り扱いいたしません。ただし、当行がやむを得ないものと認めて中途解 
約する場合、お預入日または前回継続日以降解約日までの利率は、解約日における当該 
通貨の普通預金利率となります。 

その他参考となる事 
項 

・店頭窓口でのお預け入れ・お引き出しはお取り扱いいたしません。 

・預金通帳および預金証書および照合表は発行いたしません。お取引内容はインターネ 

ットバンキング各種照会機能または総合ステートメントにてご確認ください。 

・預入後、為替予約を締結することにより、満期日の受取円貨額を、事前に確定するこ 

とができます（この場合、締結した為替予約を使用し満期日に解約することが条件と 

なります）。 

・為替予約をされた場合、円預金へのご入金は、当行所定の時刻以降に行います。 

・窓口営業時間外の三菱東京ＵＦＪダイレクトでのお取引の場合、同日であっても換算 

相場・利率が営業時間と異なることがございます。
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・為替相場の急激な変動によりお取り扱いを中断する場合があります。 

・本取引のお申し込みに際しましては、お取引の内容を十分にご検討のうえ、お客さま 

ご自身の責任と判断に基づいて当行あてお申し込みください。 

・外貨預金申し込みの有無が、現在または将来の融資その他の取引に不利な影響を与え 

ることはございません。 

・本書面の各条項は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事由があると認められ 

る場合には、変更する場合があります。 

当行が対象事業者と 
なっている認定投資 
者保護団体 

全国銀行協会 

〔お問い合わせ先〕 記載内容をご確認のうえ、ご不明な点がございましたら、誠に恐れ入りますが、直ちに 
インターネット支店カスタマーセンター 0120-365-370までお問い合わせください。 

〔外貨預金のお預け入れとお引き出しに関わる手数料および適用相場〕 

お預け入れ・お引き出し方法 手数料・金利等 

円預金からのお振り替え 為替手数料(1米ドルあたり 1円、1ユーロあたり 1円 50銭、1英ポンドあた 
り 4 円、1 スイスフランあたり 90 銭、1 オーストラリアドルあたり 2 円、1 
ニュージーランドドルあたり2円)を含んだ為替相場である当行所定のTTSレ 
ート（円貨から外貨に交換するときの適用レート）を適用 

ご本人の外貨預金からのお 
振り替え 

ご本人名義口座間のお振り替えは、手数料がかかりません。 

お
預
け
入
れ

 到着した外貨送金でのお預 
け入れ 

個人のお客さま（個人事業者を除く）は無料です。ただし、在日他行を経由 
した送金について、その銀行の手数料を別途お支払いただく場合があり、手 
数料をあらかじめお示しすることはできません。 

円預金へのお振り替え 為替手数料(1米ドルあたり 1円、1ユーロあたり 1円 50銭、1英ポンドあた 
り 4 円、1 スイスフランあたり 90 銭、1 オーストラリアドルあたり 2 円、1 
ニュージーランドドルあたり2円)を含んだ為替相場である当行所定のTTBレ 
ート（外貨から円貨に交換するときの適用レート）を適用 

ご本人の外貨預金へのお振 
り替え 

ご本人名義口座間のお振り替えは、手数料がかかりません。 

お
引
き
出
し 外貨でのご送金にご使用 最大5,000円と外貨取扱手数料（送金金額の1/20％、最低2,500円）がかかり 

ます。 

※お取扱内容によって異なりますので、インターネット支店カスタマーセン 
ターまでお問い合せください。 

• 上記手数料には消費税等はかかりません。 
• 米ドルの被仕向送金を英ポンドの外貨預金に入金する場合などのように、 ご預金の通貨と異なる外貨との取引に 

かかる手数料は、上記のものとは異なります。 

（2010 年 1 月 10 日現在）
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≪外貨定期預金規定≫ 
＜Ⅰ．自動継続扱いの場合＞ 
1.自動継続 
（1）この預金は、通帳記載の満期日に、あらかじめ指定された期間（以下「預入期間」といいます。）の外貨定期預金に自動的に継続します。この場合、継続後の満期日は、通帳記載の 

継続前の満期日の「預入期間」後の応当日（以下「この応当日」といいます。）とします。継続された預金についても同様とします。 
（2）この預金の継続後の利率は、継続日における当行所定の利率とします。 
（3）継続を停止するときは、満期日（継続をしたときはその満期日）の前営業日までにその旨を申出てください。この申出があったときは、この預金は満期日以後に支払います。 
2.満期日 
（1）前 1.（1）の場合で、この応当日が銀行休業日となるときは、この応当日の翌営業日を満期日とします。ただし、この応当日の翌営業日がこの応当日の翌月となる場合は、この応 

当日の前営業日を満期日とします。 
（2）継続前の満期日がその満期日の属する月の最終営業日である場合は、前（1）にかかわらず、この応当日の属する月の最終営業日を満期日とします。 
3.預入の最低金額 
この預金の預入額は、通帳表面記載の当該外貨ごとに定める当行所定の最低金額以上とします。 

4.利息 
（1）この預金の利息は、預入日（継続をしたときはその継続日）から満期日の前日までの日数および通帳記載の利率（継続後の預金については上記 1.（2）の利率）によって計算し、 

あらかじめ指定された方法により、満期日に指定口座に入金するか、または満期日に元金に組入れて継続します。 
指定口座は当店におけるこの預金と同一の外貨または円貨の普通預金口座または当座勘定口座としてください。指定口座の通貨種類が円貨の場合には、支払利息を当行所定の外国 
為替相場により換算し入金します。 

（2）利息を指定口座に入金できず現金で受取る場合には、当行所定の払戻請求書に届出の印章（または署名）により記名押印（または署名）してこの通帳とともに提出してください。 
（3）継続を停止した場合のこの預金の利息は、満期日以後にこの預金とともに支払います。なお、満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替継続日の前日までの日数について、 

解約日または書替継続日におけるこの預金と同一通貨の外貨普通預金の利率により計算します。 
（4）当行がやむをえないものと認めてこの預金を満期日前に解約する場合には、その利息は、預入日（継続をしたときは最後の継続日）から解約日の前日までの日数について解約日に 

おける預金と同一通貨の外貨普通預金の利率によって計算し、この預金とともに支払います。 
この預金を満期日前に解約する場合には別途清算金を申し受けることがあります。 

（5）この預金の付利単位は当該外貨 1 通貨単位とし、1 年を 360 日（ただしイギリスポンド等当行所定の一定の通貨は 365 日）として日割で計算します。 
5.為替予約 
為替相場を確定するための為替予約は、 この預金の継続を停止する場合およびこの預金を満期日前に解約する場合に限り締結することができます。 為替予約の取扱いについては、＜Ⅲ． 
Ⅰ・Ⅱ 共通の規定＞ 6.（6）に該当する場合を除き、別に定める当行所定の先物外国為替に係る取引規定によります。 

＜Ⅱ．自動継続扱い以外の場合＞ 
1.預金の支払時期 
この預金は、通帳記載の満期日以後に利息とともに支払います。ただし、この預金は通帳等に記載の満期日に自動的に解約し利息とともにあらかじめ指定された預金口座へ入金する取 
扱（以 下「自動解約扱い」といいます。）もできます。 

2.預入の最低金額 
この預金の預入額は、通帳表面記載の当該外貨 1 通貨単位以上の金額とします。 

3.利息 
（1）この預金の利息は、預入日から満期日の前日までの日数および通帳記載の利率によって計算します。 
（2）この預金の満期日以後の利息は、満期日から解約日または書替継続日の前日までの日数について解約日または書替継続日におけるこの預金と同一通貨の外貨普通預金の利率によっ 

て計算し、この預金とともに支払います。 
（3）当行がやむをえないものと認めてこの預金を満期日前に解約する場合には、その利息は、預入日から解約日の前日までの日数について当行所定の利率によって計算し、この預金と 

ともに支払います。 
この預金を満期日前に解約する場合には別途清算金を申し受けることがあります。 

（4）この預金の付利単位は当該外貨 1 通貨単位とし、1 年を 360 日（ただしイギリスポンド等当行所定の一定の通貨は 365 日）として日割で計算します。 
4.為替予約 
この預金を満期日解約する場合に適用する為替相場を確定するため為替予約を締結するときは、＜Ⅲ．Ⅰ・Ⅱ 共通の規定＞ 6.（6）に該当する場合を除き、別に定める当行所定の先 
物外国為替に係る取引規定によります。 

＜Ⅲ．Ⅰ・Ⅱ共通の規定＞ 
1.反社会的勢力との取引拒絶 
この預金口座は、後記 6.（4）［1］A から F および［2］A から E のいずれにも該当しない場合に利用することができ、後記 6.（4）［1］A から F および［2］A から E の一にでも該当 
する場合には、当行はこの預金口座の開設をお断りするものとします。 

2.取扱店の範囲 
この預金は、この預金口座の開設店（以下「当店」といいます。）のほか当行が定める国内本支店で預入れまたは払戻しができます。ただし、当店以外での払戻しにつきましては、当 
行の定める限度額までとします。 

3.取扱日 
この預金は、当行の営業日であっても外国為替市場が閉鎖しているときには、この預金の預入れ、解約または書替継続ができないことがあります。 

4.預金口座への受入れ 
小切手その他の証券類は、代金取立として取扱い、決済を確認した後にこの預金口座に受入れます。代金取立については、別に定める当行所定の取立規定により取扱います。 

5.預入の確約 
預入れの前にあらかじめこの預金口座に預入れる旨の意思表示を行い確約した場合には、預入日に当行所定の方法により預入れをしてください。万一、これに違背した場合は、 
それにより生じた損害金をお支払いください。 

6.預金の書替継続・解約等 
（1）この預金を自動解約扱い以外の方法で書替継続または解約するときは、当行所定の払戻請求書に届出の印章（または署名）により記名押印（または署名）してこの通帳とともに当 

店に提出してください。ただし、書替継続（減額して書替継続する場合を除きます。）については、当店以外の当行が定める国内本支店でも同様に取扱います。 
この場合、書替継続後の預金の印鑑（または署名鑑）はこの預金の届出印鑑（または署名鑑）を使用します。 

（2）この預金の通貨種類と異なる通貨（以下「異種通貨」といいます。）で払戻すときは、当行計算実行時の外国為替相場により換算した当該外貨金額相当の異種通貨が 1 通貨単位以上 
となるように払戻請求してください。 

（3）この預金口座から外貨現金による払戻請求があった場合に、外貨現金または当行計算実行時の外国為替相場により換算した当該外貨金額相当の日本の通貨のいずれをもって支払う 
かは、当行の任意とします。 

（4）次の各号の一にでも該当し、預金者との取引を継続することが不適切である場合には、当行はこの預金取引を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約する 
ことができるものとします。なお、通知により解約する場合、到達のいかんにかかわらず、当行が解約の通知を届出のあった名称、住所にあてて発信した時に解約されたものとし 
ます。 

［1］預金者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 
A. 暴力団 
B. 暴力団員 
C. 暴力団準構成員 
D. 暴力団関係企業 
E. 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 
F. その他前各号に準ずる者 

［2］預金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 
A. 暴力的な要求行為 
B. 法的な責任を超えた不当な要求行為 
C. 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 
D. 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、または当行の業務を妨害する行為 
E. その他前各号に準ずる行為 

（5） （4）によりこの預金取引を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約する場合のこの預金のお利息の計算方法は、前記＜Ⅰ.自動継続扱いの場合＞の 4、または＜Ⅱ. 
自動継続扱い以外の場合＞の 3 が適用されるものとします。 

（6） （4）によりこの預金取引を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約するにあたり、この預金取引に付随して為替予約を締結している場合、別に定める当行所 
定の先物外国為替に係る取引規定によらず先物外国為替取引契約は当然に解除されるものとします。 

（7）（4）によりこの預金取引を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約する場合の外国為替相場については当行の計算実行時の相場を適用するものとします。 
（8）（4）によりこの預金取引を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約する場合、解約により生じた損害については、当行は責任を負いません。 
7.外国為替相場 
この預金口座への預入れ、またはこの預金口座からの払戻しの際に適用される外国為替相場は、当行計算実行時の相場とします。 

8.手数料 
預金に関して行う取引の諸手数料および諸費用については、取引の都度または当行所定の時期に請求のうえ、当行所定の料率により、申し受けます。この場合、当行の都合により、こ 
れらの手数料および費用を当行所定の為替相場により計算した当該外貨相当額を預金残高から当行において差引くことができるものとします。 

9.差引計算等 
（1）当行に対し弁済期の到来した債務を負担しているときは、この預金の通貨種類、期日等のいかんにかかわらず、当行はこの預金をいつでも当行所定の方法により相殺または弁済に 

充当することができるものとします。 
（2）前（1）の場合で、この預金と債務の通貨種類が異なるときには、この預金は、相殺または弁済充当時における当行所定の外国為替相場により、円貨または当行に対する債務と同一 

種類の通貨に換算できるものとします。 
10.届出事項の変更、通帳の再発行等 
（1）この通帳や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があったときは、ただちに当行所定の方法により届出てください。この届出の前に生じた損害に 

ついては、当行は責任を負いません。 
（2）この通帳または印章を失った場合のこの預金の元利金の支払いまたは通帳の再発行は、当行所定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をおき、また、保証人を求める 

ことがあります。
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11.成年後見人等の届出 
（1）家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、直ちに成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によって届出てください。 
（2）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合には、直ちに任意後見人の氏名その他必要な事項を書面によって届出てください。 
（3）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意後見監督人の選任がなされている場合にも、（1）および（2）と同様に届出てください。 
（4）（1）から（3）の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様に届出てください。 
（5）（1）から（4）の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いません。 
12.印鑑照合 
払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印影（または署名）を届出の印鑑（または署名鑑）と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書 
類につき偽造、変造その他の事故があってもそのために生じた損害については、当行は責任を負いません。 

13.譲渡、質入れの禁止 
（1）この預金および通帳は、譲渡または質入れをすることはできません。 
（2）当行がやむをえないものと認めて質入れを承諾する場合には、当行所定の書式により行います。 
14.保険事故発生時における預金者からの相殺 
（1）当行に預金保険法の定める保険事故が生じた場合には、この預金は、その満期日が未到来であっても、当行に対する借入金等の債務と相殺する場合に限り、当該相殺額について期 

限が到来したものとして相殺することができることとします。なお、この預金に、預金者の当行に対する債務を担保するため、もしくは第三者の当行に対する債務で預金者が保証 
人となっているものを担保するために質権等の担保権が設定されている場合にも同様の取扱いとします。 

（2）前項により相殺する場合には、次の手続によるものとします。 
［1］相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務がある場合には充当の順序方法を指定のうえ、通帳は適宜の場所に届出印を押印して直ちに当行に提出してください。ただ 

し、この預金で担保される債務がある場合には、当該債務または当該債務が第三者の当行に対する債務である場合には預金者の保証債務から相殺されるものとします。 
［2］前号の充当の指定のない場合には、当行の指定する順序方法により充当いたします。 
［3］［1］による指定により、債権保全上支障が生じるおそれがある場合には、当行は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものとし 

ます。 
（3）（1）により相殺する場合の利息等については、次のとおりとします。 
［1］この預金の利息の計算については、その期間を相殺通知が当行に到達した日の前日までとして、満期日前までの期間は通帳記載の利率を適用するものとします。なお、満期日以後 

の期間は当行の計算実行時のこの預金と同一通貨の外貨普通預金の利率を適用します。 
［2］借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金等の計算については、その期間を相殺通知が当行に到達した日までとして、利率、料率は当行の定めによるものとします。また、借入 

金等を期限前弁済することによる損害金等は支払を要しないものとします。 
（4）（1）により相殺する場合の外国為替相場については当行の計算実行時の相場を適用するものとします。 
（5）（1）により相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続について別の定めがあるときには、その定めによるものとします。ただし、借入金の期限前弁済等について当行の承 

諾を要する等の制限がある場合においても相殺することができるものとします。 
15.適用法令等 
（1）この預金には、日本における外国為替等に関する法令が適用されます。 
（2）この預金に関して訴訟の必要を生じた場合には、当行本店または当店の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とします。 
16.規定の変更 
（1）この規定の各条項は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、店頭表示その他相当の方法で公表することにより、変更できるものとします。 
（2）前記（1）の変更は、公表の際に定める相当な期間を経過した日から適用されるものとします。 

以上 
（2010 年 4 月 12 日現在） 

≪インターネット外貨定期預金規定≫ 

この預金は、外貨定期預金規定、インターネット支店取引規定および三菱東京ＵＦＪダイレクト利用規定等の当行が定めた各規定等によるほか、次の規定（以下、「本規定」 
といいます。）により取扱います。なお、外貨定期預金規定と本規定とで相違が生じる場合には、本規定が優先して適用されるものとします。 
１.預金の預入れ 
(1) この預金は、インターネット支店取引規定に基づき、インターネット支店でスーパー普通預金口座をご利用のお客さまに限り、預入れができます。 
(2) この預金の預入方法は、 三菱東京ＵＦＪダイレクト インターネットバンキングによるお客さまのサービス指定口座からの振替えに限ります。 当行本支店の窓口では取扱いません。 
(3) この預金の預入通貨は、当行所定の通貨とします。 
(4) この預金の預入額は、当行所定の金額以上、当行所定の金額以下とします。 
(5) この預金の預入期間は、当行所定の期間に限ります。 
(6) この預金は、自動継続扱いとします。 

２.預金の解約 
(1) この預金を解約するときは、三菱東京ＵＦＪダイレクト インターネットバンキングのほか当行所定の方法により申出てください。当行は、解約元利金をお客さまの指 

定する三菱東京ＵＦＪダイレクトのサービス指定口座へ入金することにより払戻します。当行本支店の窓口では取扱いません。 
(2) この預金は原則として、満期日前に解約することはできません。 
(3) この預金の解約時に指定口座およびスーパー普通預金口座が解約済みの場合は、当行所定の手続きにより、お客さまが指定する当行本支店および当行以外の金融機関への振込 

みにより、解約元利金を払戻すこととします。この場合、振込手数料は、解約元利金から差引くものとします。 
３.無通帳 
(1) この預金は通帳、証書および取引照合表を発行しません。 
(2) この預金への預金額、通貨、約定利率、預入期間および満期日等の取引明細等は、総合ステートメントまたは三菱東京ＵＦＪダイレクトにてご確認ください。 
(3) 当行に預金保険法に定める保険事故が生じた場合、相殺の通知は、書面に届出印を押印して提出してください。 

４.規定の変更 
(1) 本規定の各条項は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、当行ホームページの特定ページ上に掲載することその他相当の方法で公表するこ 

とにより、変更できるものとします。 
(2) 前記（1）の変更は、公表の際に定める相当な期間を経過した日から適用されるものとします。 

以上 
（2010 年 1 月 10 日現在）


